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若者・学生に関する
都道府県調査の結果



若者を担当する組織

７4.4％

４７都道府県のうち、
若者・青少年を専管
する組織があるの
は、３５道府県



学生を担当する組織

４７都道府県のうち、
学生を専管する組
織があるのは、
２２道府県

46.８％



府と大学の意見交換を実施
コロナ対策で、大学への直接支援
大学を通じて、学生の相部屋解消のため
の家賃補助、ポケットWi-Fiの貸与、食材・
生活必需品などの配布などを実施

京都府
●
●
●



学生が県内の飲食店で利用できる１万円
分の食事券を配布
学生と大学にアンケートを実施し、学生の
ワクチン接種体制を整備

三重県
●

●



県内の一人暮らしの学生や県出身で県外
に在住する学生に米や食料支援を実施
県の審議会に３９歳以下の若者を登用する
計画をもち、すベての審議会に配置

山形県
●

●



コロナ禍で、学生同士や地域とのつなが
りをつくるために、学生団体の活動への補
助制度を実施

滋賀県
●



学生への緊急生活支援として、食料配布
を実施。単発よりも、持続的に行うことが
学生の支援になると考え、20２１年６月か
ら20２２年３月まで継続的に実施

徳島県
●



東京都にも若者・学生担当を

５人に１人が１０代、２０代であり、もっと
も学生が多い東京都こそ、若者や学生
を担当する「（仮称）若者・学生政策推進
局」が必要です


